
経

７ 予算額等

予 算 額 決 算 額
事　業　経　費 経　常　

予 算 額 決 算 額 予 算 額

移行前の組織の最終１年間

(平成１２年度)

1,990,959 1,962,615 959,499 938,885 1,031,460

13年度

予算額・決算額 2,148,184 2,122,589 963,422 961,873 1,184,762

独自財源から
の 収 入 額

24,720 23,297 24,720 23,297 0

運営費交付金 1,836,674 1,812,511 651,912 651,796 1,184,762

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 286,790 286,780 286,790 286,780 0

14年度

予算額・決算額 2,142,889 2,079,627 921,158 922,547 1,221,731

独自財源から
の 収 入 額

31,262 30,415 31,262 30,415 0

運営費交付金 1,867,081 1,804,671 645,350 647,590 1,221,731

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 244,546 244,541 244,546 244,541 0

15年度

予算額・決算額 2,102,585 2,091,708 902,716 903,732 1,199,869

独自財源から
の 収 入 額

26,388 30,308 26,388 30,308 0

運営費交付金 1,807,605 1,817,311 607,736 629,335 1,199,869

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 244,546 244,089 244,546 244,089 0

16年度

予算額・決算額 2,095,047 2,098,097 881,465 881,948 1,213,582

独自財源から
の 収 入 額

14,841 18,766 14,841 18,766 0

運営費交付金 1,771,009 1,834,957 557,427 618,808 1,213,582

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 244,546 244,373 244,546 244,373 0

17年度

予算額・決算額 1,994,497 1,972,990 850,029 854,860 1,144,468

独自財源から
の 収 入 額

14,842 21,695 14,842 21,695 0

運営費交付金 1,747,671 1,731,740 603,203 613,611 1,144,468

補 助 金 等 0 0 0 0 0

施 設 費 220,091 219,554 220,091 219,554 0

備　考  ※１ 「予算額」の欄は決算報告書の支出予算額ベース、「決算額」の欄は決算報告書の支出決算額ベースで
        ※２ 平成１８，１９年度欄は、独立行政法人水産総合研究センターと統合されたため削除している。



で

経

単位：千円

　費

決 算 額

1,023,730

1,160,715

0

1,160,715

0

0

1,157,079

0

1,157,079

0

0

1,187,975

0

1,187,975

0

0

1,216,149

0

1,216,149

0

0

1,118,129

0

1,118,129

0

0

記載。



８ 資産・負債・資本
（１）資産 単位：千円

資　　　　　　　　産

資 産 合 計 現金及び預金 有価証券 土 地 建    物

移行前の組織の最終１年間
(発足日前日) － － － － －

１３年度 5,988,447 127,489 0 620,074 3,223,783

１４年度 6,010,346 409,089 0 620,074 3,187,675

１５年度 6,003,021 442,803 0 620,074 3,209,141

１６年度 5,916,599 207,671 229,860 619,954 3,180,540

１７年度 5,779,353 381,581 0 619,954 3,175,884

（２）負債 単位：千円

負　　　　　　　　債

負 債 合 計 短 期 借 入 金

長　期　借　入　金

借　入　先 借　入　額 政府保証
の有無

移行前の組織の最終１年間

(発足日前日)
－ －

－ － －

１３年度 354,554 0 0
－ －

１４年度 440,171 0 0
－ －

１５年度 494,059 0 0
－ －

１６年度 495,806 0 0
－ －

１７年度 406,921 0
－ 0 －

（３）資本 単位：千円

資　　　　　　　　本

資 本 合 計 政 府 出 資 金
積　　立　　金

種　　別 金　　額

移行前の組織の最終１年間

(発足日前日)
－ － － －

１３年度 5,633,892 5,466,502 0－

１４年度 5,570,175 5,466,502 積立金 231,502

１５年度 5,508,961 5,466,502 積立金 234,287

１６年度 5,420,792 5,466,502 積立金 234,950

１７年度 5,372,432 5,466,502 積立金 235,254

備  考 　※１ 貸借対照表に基づき記載。
　　　　 ※２ 「移行前の組織の最終１年間」の欄について、独法移行前は企業会計でないため、資産・負債・資本と整理
              できないため記載せず。
         ※３ 平成１８年度欄は、独立行政法人水産総合研究センターと統合されたため削除している。



９　現物出資・無償譲渡資産等
（１）現物出資された資産 単位：千円

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

 発 足 時
(１３年４月)に国から
現物出資された資産

土地 620,089 － 0

建物 3,252,269

構築物 1,594,144

１３年度末

土地 620,074 － 0

建物 3,024,863

構築物 1,475,673

１４年度末

土地 620,074 － 0

建物 2,823,990

構築物 1,382,558

１５年度末

土地 620,074 － 0

建物 2,640,868

構築物 1,293,820

１６年度末

土地 619,954 － 0

建物 2,488,922

構築物 1,178,171

１７年度末

土地 619,954 － 0

建物 2,331,479

構築物 1,096,730

備　考　※ 平成１８年度末欄は、独立行政法人水産総合研究センターと統合されたため削除している。

（２）無償譲渡された資産 単位：千円

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

 発 足 時
(１３年４月)に国から
無償譲渡された資産

車両運搬具 12,874 ソフトウエア 937

工具器具備品 99,606

１３年度末
車両運搬具 9,096 ソフトウエア 740

工具器具備品 69,306

１４年度末
車両運搬具 5,990 電話加入権 4,032

工具器具備品 46,891 ソフトウエア 542

１５年度末
車両運搬具 3,887 電話加入権 4,032

工具器具備品 30,645 ソフトウエア 345

１６年度末
車両運搬具 2,426 電話加入権 4,032

工具器具備品 20,372 ソフトウエア 148

１７年度末
車両運搬具 1,883 電話加入権 4,032

工具器具備品 14,799

備　考 ※１　無形資産の電話加入権は、発足時に資産として評価せず、財務諸表上は１３年度は未計上であった。
　　　　　　 なお、１４年度において資本剰余金に計上した。
　　　 ※２　平成１８年度末欄は、独立行政法人水産総合研究センターと統合されたため削除している。

（３）土地、建物等の無償使用の提供を受けている有無
発足時(１３年４月) １３年度末 １４年度末 １５年度末 １６年度末

有 有 有 有 有

１７年度末

有

備　考　※ 平成１８年度末欄は、独立行政法人水産総合研究センターと統合されたため削除している。



１０　法定監査、任意監査の有無と監査法人名等

13年度

法
定
監
査

監査法人名 法定監査の義務なし

監査意見 －

任
意
監
査

監査法人名 新日本監査法人

監査意見

　財務諸表が独立行政法人会計基準及び注解並びに一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠し
て作成されており、当該独立行政法人の財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政
サービス実施コストの状況を適正に表示しているものと認める。

14年度

法
定
監
査

監査法人名 法定監査の義務なし

監査意見 －

任
意
監
査

監査法人名 新日本監査法人

監査意見

　財務諸表が独立行政法人会計基準及び注解並びに一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠し
て作成されており、当該独立行政法人の財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政
サービス実施コストの状況を適正に表示しているものと認める。

15年度

法
定
監
査

監査法人名 法定監査の義務なし

監査意見 －

任
意
監
査

監査法人名 あずさ監査法人

監査意見

　財務諸表が独立行政法人会計基準及び注解並びに一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠し
て作成されており、当該独立行政法人の財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政
サービス実施コストの状況を適正に表示しているものと認める。

16年度

法
定
監
査

監査法人名 法定監査の義務なし

監査意見 －

任
意
監
査

監査法人名 あずさ監査法人

監査意見

　財務諸表が独立行政法人会計基準及び注解並びに一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠し
て作成されており、当該独立行政法人の財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政
サービス実施コストの状況を適正に表示しているものと認める。

17年度

法
定
監
査

監査法人名 法定監査の義務なし

監査意見 －

任
意
監
査

監査法人名 あずさ監査法人

監査意見

　財務諸表が独立行政法人会計基準及び注解並びに一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠し
て作成されており、当該独立行政法人の財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政
サービス実施コストの状況を適正に表示しているものと認める。

備考
※１　当該監査法人とは独立行政法人会計基準に基づいた会計業務に関するコンサルタントとして契約を締結している
　　　ものであるため、監査意見欄には、決算におけるコンサルタントとしての意見を記載した。
※２　平成１８年度欄は、独立行政法人水産総合研究センターと統合されたため削除している。

（注）法定監査義務のない法人は、法定監査の監査法人名の欄にその旨を明記すること。

１１　収入及び支出に係る上位10位までの取引先の名称等　　　　　　　引き続き調査中

１２　関係法人(特定関連会社、関連会社、関連公益法人）に対する出資額、関係法人の売上額等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　引き続き調査中
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